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非核化を巡る朝鮮半島情勢の 
激変についての一考察

斎 藤 直 樹

Abstract

This article is designed to examine whether denuclearization of 

North Korea will be completed in the years to come by analyzing recent 

developments of the Korean Peninsula.

はじめに

2018年 6 月12日にシンガポールで金正恩（キム・ジョンウン）朝鮮労働

党委員長がトランプ大統領との第 1 回米朝首脳会談に臨んだ。同首脳会談

で採択された「共同声明」において，金正恩は「完全な非核化（complete 

denuclearization）」に合意した。問題は金正恩が約束した非核化が果たし

て本当なのか，それともまやかしなのかということであろう。もしもまや

かしであるとすれば，これは重大なことである。こうした問題意識に立ち

本稿は近年の朝鮮半島情勢を分析することを通じ，今後，北朝鮮の非核化

が完遂することがあるかどうかを考察する。

第 1節　金正恩の戦術転換―対米核攻撃能力の獲得から非核化へ

1．「経済建設と核武力建設の並進路線」の発進（2013年 3 月）

ことの始まりは2013年 3 月に朝鮮労働党が採択した「経済建設と核武力

建設の並進路線」であった⑴。並進路線とは，一方における経済建設路線

人文34.indb   71 2019/06/11   15:11:55



72

と他方における核兵器開発と弾道ミサイル開発からなる核武力建設路線を

同時並行的に進めることを謳った路線である。しかし経済建設路線は停滞

と不振を繰り返してきた。経済成長率，対外貿易額，外資導入など主要な

経済指標をみても経済建設路線の停滞と不振は明らかであった。他方，核

武力建設路線は近年，特筆すべき進展を示してきた。

特に，2016年の初めから金正恩指導部は核実験と弾道ミサイル発射実験

を頻繁に繰り返しだした。当初，金正恩の狙いがどこにあるのか必ずしも

明らかでなかった。その後，どうやらその狙いは近隣の韓国や日本に対す

る核攻撃能力だけでなく米国本土自体に対する対米核攻撃能力の獲得にあ

るのではないかと推察されるに至った。そうした強大な対米核攻撃能力は

米国本土を確実に射程内に捉えた核弾頭搭載大陸間弾道ミサイル

（ICBM）の開発によって実現すると金正恩は捉えていた節があった。実

際に金正恩はそうした ICBM の完成に向けて狂奔していた。

その上で，金正恩は米国政府に対し法外とも思われる一連の要求を突き

つけようとしたのではないかと推察される。それらの要求は核保有の容認

に始まり，経済制裁の解除，体制の保証，朝鮮戦争休戦協定に替わる平和

協定の締結，在韓米軍の撤退，米朝国交正常化，膨大な経済支援へと続く

要求であったと考えられる⑵。

2 ．金正恩による対米核攻撃能力の獲得への猛進

2017年に入ると，金正恩指導部による核・ミサイル開発は佳境に入った

感がある。外部世界を震撼させるのを楽しむかのように大規模な軍事挑発

⑴　「経済建設と核武力建設の並進路線」の採択を伝える『朝鮮中央通信』報道
によれば，「全員会議では，現情勢と朝鮮の革命発展における正当な要求を充
足すべく，経済建設と核武力建設を並進させるという新たな戦略的路線が提示
された。」同報道について，“Report on Plenary Meeting of WPK Central 
Committee,” KCNA, (March 31, 2013.)

⑵　金正恩の要求について，斎藤直樹『米朝開戦：金正恩・破局への道』（論創
社・2018年）135頁。
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を金正恩は繰り返した。2017年 7 月 4 日と28日深夜に二度にわたり「火星

14」型 ICBM の発射実験を強行した⑶。これに続き， 9 月 3 日に TNT 火

薬換算で約160キロ・トンの爆発威力を記録した初の水爆実験となった第

6 回核実験を断行し世界を驚愕させた⑷。まもなく北朝鮮外相の李容浩

（リ・ヨンホ）は太平洋上での水爆実験の可能性をほのめかした⑸。そし

て11月29日深夜には潜在射程距離で米本土全域を捉える可能性のある「火

星15」型 ICBM の発射実験を強行した。同 ICBM の発射実験を受け，金

正恩は直ちに「国家核戦力の完成」を宣言した⑹。「国家核戦力の完成」

こそ，対米 ICBM の完成に裏打ちされた対米核攻撃能力の獲得と金正恩

は位置付けた。こうした強大な能力を背景に，トランプとの米朝核交渉に

金正恩は臨みたいと考えたのである。その核交渉において既述のとおり核

保有の容認に始まる一連の要求を金正恩はトランプに突きつけたいのでは

ないかと推察された⑺。

とは言え，対米 ICBM の完成に向けて技術上の課題が山積していた。

ICBM の射程距離の延伸に標される「長射程化」，弾道ミサイルの上部に

搭載できる大きさに核弾頭を小型化する「小型弾頭化」，さらに弾頭が大

気圏に再突入する際に発生する猛烈な高温と激しい振動から弾頭を保護す

る「再突入技術」などの技術革新を確立しない限り，ICBM が完成に至る

ことはないとされる⑻。技術上のハードルは依然として高く技術革新には

⑶　 7 月 4 日の「火星14」型 ICBM 発射実験を伝える『朝鮮中央通信』報道に
ついて，“Report of DPRK Academy of Defence Science,” KCNA, (July 4, 
2017.)　 7 月28日の「火星14」型 ICBM 発射実験について，“Kim Jong Un 
Guides Second Test-fire of ICBM Hwasong-14,” KCNA, (July 29, 2017.)

⑷　第 6 回核実験を伝える『朝鮮中央通信』報道について，“DPRK Nuclear 
Weapons Institute on Successful Test of H-bomb for ICBM,” KCNA, 
(September 3, 2017.)

⑸　李容浩発言について，「北朝鮮外相「（超強硬措置は）太平洋での歴代級の水
素爆弾試験」発言？」『中央日報』（2017年 9 月22日）。

⑹　「国家核戦力の完成」を宣言する『朝鮮中央通信』報道について，“Kim 
Jong Un Guides Test-fire of ICBM Hwasong-15,” KCNA, (November 29, 2017.)

⑺　この点について，前掲書『米朝開戦：金正恩・破局への道』135頁。
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まだまだ時間を要するとみられた。

対米 ICBM の完成に向けた技術上の課題を知っていたかどうかを別に

して，核保有を断固容認しない姿勢をトランプは崩さなかった⑼。他方，

ホワイトハウスの面々の受け止め方は違っていた。当時のマクマスター

（Herbert McMaster）大統領補佐官（国家安全保障問題担当）などは「残

された時間はほとんどない（There’s not much time left.）」として北朝鮮

領内の核・ミサイル関連施設への空爆に打って出るべきであると訴えた⑽。

2017年12月頃の朝鮮半島情勢はまさしく遠からずして大規模の軍事衝突が

差し迫った感があったことを想い出す。

3 . トランプによる対北朝鮮経済制裁の強化

この間，2017年を通じ金正恩による大規模の軍事挑発に対抗するために

トランプ政権は国連安全保障理事会を通じた対北朝鮮経済制裁に奔走した。

石油の全面禁輸に至らなくとも相応の経済制裁を加えることで金正恩は遠

からず音を上げるであろうと，トランプは読んでいた。安保理事会での対

北朝鮮経済制裁を盛り込んだ決議の採択に政権が尽力した結果，同年を通

じ 4 件の対北朝鮮経済制裁決議が採択されたばかりか，中国までも履行に

前向きとなった。この背景には，対北朝鮮経済制裁において中国が鍵を握

ることを見通したトランプが北朝鮮と違法取引を行う中国企業に対しセカ

ンダリー・ボイコットを科すという脅しを掛けることで不承不承の習近平

（シー・ジンピン）国家主席をして制裁の履行に前向きにさせた⑾。

この結果，石炭，鉄・鉄鉱石，鉛・鉛鉱石，海産物など北朝鮮の主たる

⑻　技術上の課題について，同上，134頁。
⑼　トランプの姿勢について， “Trump on North Korean Missile Launch: ‘We 

will Take Care of it’,” CNBC.com, (November 28, 2017.)
⑽　マクマスターの発言について，“H.R. McMaster: Potential for War with 

North Korea Increases ‘Every Day’,” Fox News, (December 2, 2017.)
⑾　この点について，「米国の「貿易報復カード」が中国の制裁参加を引き出し

た」『中央日報』（2017年 8 月 7 日）。
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輸出品目の輸出が全面禁止となっただけでなく，中国産出石油の供給，そ

の中でも石油精製品が大幅に減少しかねない状況を生み出した。石油が枯

渇しかねないという展望は北朝鮮の国軍たる朝鮮人民軍にとって日々の活

動さえ覚束なくなりかねない状況を生みかねない。こうした状況は金正恩

にとって想定外の展開であったに違いない。

朝鮮半島が一触即発の事態に近づいた感のあった2017年という年は金正

恩による対米核攻撃能力の獲得に向けた狂奔と大規模な軍事挑発に特徴づ

けられたとは言え，トランプによる対北朝鮮経済制裁が次第に効き始めた

一年でもあった。一方で金正恩がトランプを追い込んでいるようでありな

がら，他方でトランプに金正恩が追い込まれているようでもあった。

4 ．金正恩による非核化の示唆

こうした中で，2018年の初めに金正恩は戦術転換に打って出た。ほんの

少し前まで対米 ICBM の完成を通じ「国家核戦力の完成」というレトリ

ックを持ち出し上記の要求を突きつけようとした金正恩は，核の放棄をほ

のめかすという，真逆の論法を持ち出しトランプとの首脳会談を実現しよ

うとした。非核化に応じる素振りを見せることで経済制裁の解除，体制の

保証，平和協定の締結，在韓米軍の撤収，米朝国交正常化など様々な恩恵

に金正恩はあり着こうとしたのである。

これに対し，金正恩の目論見がどこにあるかをトランプは薄々読んでは

いたが，非核化の示唆を頭ごなしに無視すれば，退路を断たれた金正恩が

またしても対米 ICBM の完成に向けて猛進を続け，その結果対米核攻撃

能力が完成に近づきかねないという局面は避けなければならなかった。こ

うした中でトランプが選んだ方策は金正恩の願いをむげに断るのではなく

米朝首脳会談の開催に応じ，非核化をほのめかす金正恩の真意を問いただ

すことであった⑿。

⑿　この点について，“Trump-North Korea Meeting: US ‘Knows the Risks’, 
Says Spy Chief,” BBC News, (March 12, 2018.)
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第 2節　第 1回米朝首脳会談

1．第 1回米朝首脳会談と「完全な非核化」への疑問

様々な紆余曲折があったものの，金正恩にとって念願の米朝首脳会談は

実現した。2018年 6 月12日，シンガポールで金正恩がトランプとの会談に

臨んだ。その「共同声明」において「完全な非核化」に金正恩が応じるこ

との引き換えに「安全の保証（security guarantee）」をトランプは提供

することを約束した⒀。

同じく非核化を示唆することにより，米朝首脳会談の開催までに金正恩

は中朝首脳会談を実現させることに成功した。2017年の終りまでに少なか

らず距離を置いてきた習近平との首脳会談を実現し，米朝首脳会談が不成

功に終わるようだと経済制裁の緩和や経済支援の提供に預かりたいと，強

かな金正恩は習近平に願い出ていたのである⒁。

何とか米朝首脳会談が実現の運びとなったとは言え，その後の動きは事

前の予想を大きく裏切るものである。金正恩による「完全な非核化」への

合意に手ごたえを掴んだトランプは非核化の完遂に向けて直ちに動き出し

た。まもなく金正恩に核関連活動の全容を盛り込んだ申告を提出するよう

トランプは要求した。申告の提出を待ち，非核化の完遂に向けた工程表の

策定に入りたいとトランプは考えた。ところが，金正恩から申告の提出が

ない状況が続いた。

北朝鮮では極秘裏に原爆の原料となる核燃料が増産されているとの情報

が流布された⒂。またこの間，ミサイル製造施設が拡張されているとの報

⒀　米朝首脳会談の「共同声明」について，“Full Text of Trump-Kim Signed 
Statement,” CNN, (June 12, 2018.)

⒁　この点について，「「米国が約束守るとは信じられない」という正恩氏をなだ
めて習氏がした話は」『中央日報』（2018年 5 月14日）。「習近平主席「朝米会談
の結果が良くなくても支援」…金正恩委員長に約束」『中央日報』（2018年 5 月
18日）。

⒂　核燃料の増産について，“U.S. Intelligence Believes North Korea Making 
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道も行われた⒃。7月 6 日， 7 日に三度目の訪朝を行ったポンペオ国務長

官は「完全な非核化」の履行について金正恩の意思を確認したかったが，

金正恩はポンペオの前に現れなかった⒄。ポンペオは金英哲（キム・ヨン

チョル）党副委員長と第 1 回米朝高官協議を行ったが，非核化に向けては

全くの平行線を辿った。これらの動きは「完全な非核化」に向けた流れに

真っ向から相反するものであった。

その結果，「完全な非核化」に金正恩が合意したにもかかわらず，非核

化の完遂に向けた動きは遅々として進んでいなかった。その主な事由は非

核化の履行に真摯に取り組もうとしない金正恩にある。同首脳会談で表明

された「共同声明」において「完全な非核化」に合意しながら，金正恩は

非核化の合意を全く履行しようとしないと映った。

申告の提出があって初めて「完全な非核化」の完遂に向けて前進するこ

とは周知の通りである。この点から，2018年 6 月の米朝首脳会談を受けト

ランプが直ちに申告の提出を金正恩に要求したものの，金正恩が提出を断

固，拒否している。2018年の段階で米国の情報機関は北朝鮮領内には40か

ら100もの核関連施設が点在し，秘匿されている核弾頭は20から60発に及

ぶと睨んでいる⒅。こうした点を踏まえると，申告の提出がない限り，非

核化の完遂に向けて工程表を描くことはできないと言えよう。

それでは何故に，「完全な非核化」に合意しながら，金正恩は申告の提

出に応じようとしないのか。結局，申告の提出により核関連活動の全容が

白日の下にさらされかねないことを金正恩は真剣に恐れているのであろう。

トランプ政権とすれば情報機関による推察と照らし，提出されるであろう

more Nuclear Bomb Fuel despite Talks: NBC,” Reuters, (June 30, 2018.)
⒃　ミサイル製造施設の拡張について，“North Korea Expands Key Missile-

Manufacturing Plant,” Wall Street Journal, (July 1, 2018.)
⒄　ポンペオの訪朝について，“North Korea Criticizes ‘Gangster-Like’ U.S. 

Attitude after Talks with Mike Pompeo,” New York Times, (Jul 7, 2018.)
⒅　こうした推定について，“Verifying the End of a Nuclear North Korea ‘could 

Make Iran Look Easy’,” New York Times, (May 6, 2018.)
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申告に虚偽や過小な記載があるかどうか精査するつもりであろう。もし疑

義が残ると思われる施設があれば，そうした施設への査察をトランプ政権

は要求するに違いない。こうした精査を通じ核関連活動の全容にトランプ

政権は近づくことになろう。そうした可能性を金正恩は限りなく恐れてい

るのである。金正恩が行っているのはほんの一部の核関連施設やミサイル

関連施設の廃棄に過ぎない。

2 ．第 3回南北首脳会談の開催（2018年 9 月中旬）

こうして非核化に向けた動きは急に減速した感があった。その間に開催

されたのが 9 月中旬に開催された第 3 回南北首脳会談であった⒆。第 3 回

南北首脳会談で発出された「平壌共同宣言」において米国が「相当措置」

を取るならば，寧辺（ニョンビョン）核施設の廃棄に応じる用意があるこ

とが謳われた。同宣言によると，「北側は米国が6.12朝米共同声明の精神

に従って相応措置を取れば，寧辺核施設の永久的な廃棄のような追加措置

を引き続き講じていく用意があることを表明した」とある⒇。

このことは金正恩の言う非核化は寧辺核施設の廃棄に限定されかねない

ことを示唆した。寧辺核施設は確かに老朽化が進んでいるものの，北朝鮮

の最大規模の核施設でこれまで核兵器開発の中核を担ってきたいわくつき

の核施設である。かりに金正恩が同施設の廃棄に応じることがあるとして

も，上記の情報機関による推定を踏まえると，核関連活動全体からみれば

氷山の一角に過ぎないであろう。

3 ．金正恩・ポンペオ会談（10月 7 日）

その後，10月 7 日に急遽，開催された金正恩・ポンペオ会談で極めて重

⒆　この点について，「第 2 回米朝首脳会談に向けてのつばぜりあい（ 1 ）（ 2 ）」
『百家争鳴』（2019年 2 月 4 ， 5 日）。

⒇　「平壌共同宣言」について，「 9 月平壌共同宣言」『朝鮮新報』（2018年 9 月20
日）。
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大なことが明らかになった㉑。米国が提供すべき「相応措置」とは朝鮮戦

争の終戦宣言だけでなく経済制裁の解除であると金正恩は断じた。その上

で，トランプ政権が求めてきた申告の提出に対し「信頼関係が構築されて

いない状態でリストを提出しても，米国が信用できないと言うだろう。再

申告を求めかねない。そうなれば争いになる」と釈然としない事由を根拠

に，金正恩は提出を拒否したのである。これに対し，ポンペオは朝鮮戦争

の終戦宣言には寧辺核施設の廃棄だけでは不十分であるとし，すべての大

量破壊兵器の廃棄，核弾頭，ICBM，移動式発射台の廃棄や国外搬出を行

うことが終戦宣言に応じる条件であると断言した。

第 3節　第 2回米朝首脳会談に向けて

1．トランプを取り囲む米国内での政治状況

他方，この間のトランプを取り囲む米国内での政治状況は必ずしもよろ

しくない。ロシア疑惑を巡る問題が相変わらず払拭されない中，2018年11

月の米中間選挙での下院共和党の大敗を受け，身動きがとれない感のある

トランプは年末から民主党の猛反発を受け，メキシコとの国境の壁建設を

盛り込んだ予算が成立しないという局面に追い込まれた。このため長期に

及び一部の政府機関は閉鎖されるという事態へと発展した。一貫して強気

を装うトランプであるが，次第に窮地に立たされているのが現実である。

こうした中で，トランプは第 2 回米朝首脳会談を開催して政権浮揚につな

げようとしていることが察しられた。とは言え，非核化を巡り米朝間の主

張がはなはだ食い違うなかで，第 2 回米朝首脳会談において一体何が話し

合われるのか案じられた。

2 ．「新年の辞」（2019年 1 月 1 日）

こうした状況の下で金正恩が2019年元旦に発表したのが恒例の「新年の

�　この点について，「正恩氏「まずは信頼関係」…核リスト申告を拒否」『読売
新聞』（2018年10月15日）。
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辞」であった。その中で，金正恩は米朝首脳会談の開催を要望すると共に

改めて非核化へ邁進する用意があることを滲ませた。「……完全な非核化

に進もうというのはわが党と共和国政府の不変の立場であり，私の確固た

る意志である……」と金正恩は断じ，「……いつでも米国の大統領と向き

合う準備ができている……」と金正恩はトランプに呼びかけた。他方，

「……米国が自らの約束を守らず，我々人民の忍耐心を誤認しながら一方

的に強要しようと制裁と圧力を加えるのなら，新しい道を模索しないわけ

にはいかないこともある……」と金正恩は力説した�。トランプに対し米

朝首脳会談の開催を呼び掛けると共に，それに応ぜず経済制裁に執着する

ならば核・ミサイル開発に向けて邁進するぞと金正恩はトランプに凄んだ

のである。

これに対し，トランプも直ちに呼応した。同日，「北朝鮮が絶大な経済

潜在力を有することをよく理解している金委員長と会うことを私も楽しみ

にしている」とトランプはツイッターに書き込んだ�。

3 ．ポンペオ発言（ 1月11日）

第 2 回米朝首脳会談の開催が次第に現実化する状況の下でポンペオが物

議を醸しかねない発言を行った。「……最終的には米国民の安全が目的で

ある」とフォックス・ニュースのインタビューでポンペオがほのめかし

た�。そうした発言は米国本土に直接脅威を与えうる対米核攻撃能力とさ

れる ICBM の廃棄に焦点を絞ると共に一部の経済制裁の緩和や解除に向

けてトランプが路線転換に打って出かねないことを示唆した。これでは

「完全な非核化」の完遂まで経済制裁の解除はないとしたトランプ政権の

これまでの路線から脱却することになりかねなかった。

�　「新年の辞」について，「金委員長「トランプ大統領といつでも対話，制裁な
ら新しい道を摸索」」『中央日報』（2019年 1 月 2 日）。

�　トランプの書き込みについて，“Did Trump Tweet It?,” (January 1, 2019.)
�　ポンペオ発言について，Michael R. Pompeo, “Interview with Rich Edson of 

Fox News,” U.S. Department of State, (January 11, 2019.)
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4 ．米朝協議の開催（ 1月18日）

そんな中，ホワイトハウスが 2 月下旬の第 2 回首脳会談の開催を公言し

たことで， 2 月下旬に首脳会談が開催される見通しとなった�。既述の通

り，10月 7 日に金正恩・ポンペオ会談が行われて以降，2019年 1 月中旬ま

で米朝間では高官協議だけでなく実務者協議も開催されていなかった。 1

月18日にポンペオと金英哲の間で米朝高官協議が，これと並行して米朝実

務者協議が急遽，行われた�。

これらの米朝協議においてトランプ側が譲歩を示していることが報道機

関から伝えられた。それによると，二段階からなる非核化の取組みが議論

されており，その第 1 段階において寧辺核施設の廃棄と査察，豊渓里（プ

ンゲリ）の核実験場に対する査察，ICBM 開発の凍結と廃棄，東倉里（ト

ンチャンリ）のミサイル発射場の査察などをトランプ側は要求したとされ

る�。これに対し，米国が「相応措置」を取るならば，トランプ側が示唆

している第 1 段階の要求に応じる可能性があることを金正恩側はほのめか

したという。ただし，「相応措置」として，開城（ケソン）工業団地や金

剛山（クムガンサン）観光など南北協力共同事業を例外措置として制裁対

象から除外することを金正恩側が要求したとされた。また金正恩側が米国

の要求を誠実に履行するならば，前述の例外措置をトランプ側は考慮する

一方，国連安全保障理事会決議の下で厳しく制限されている北朝鮮への石

油精製品の供給や金融制裁の緩和に応じる姿勢は示さなかったとされる。

こうした中で開催される第 2 回米朝首脳会談であることを踏まえると，

掛け声倒れの政治ショーに終わった第 1 回首脳会談の二の舞になるリスク

を抱えていることが案じられた。もし「完全な非核化」を目指すのであれ

ば，トランプが改めて真正面から申告の提出を金正恩に求めるのが筋であ

�　第 2 回米朝首脳会談の開催について，“White House Announces Second 
Trump-Kim Summit,” CNN, (January 18, 2019.)

�　米朝高官協議について，“Secretary Pompeo’s Meeting with DPRK Vice 
Chairman Kim Yong Chol,” U.S. Department of State, (January 18, 2019.)

�　この点について，「米朝　段階的非核化を議論」『読売新聞』（2019年 1 月27日）。
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る。とは言え，トランプが申告の提出に拘るならば，首脳会談が決裂しか

ねないことをトランプも感じ取っているであろう。むしろ第 2 回米朝首脳

会談を政権浮揚にとって格好の機会として捉えているトランプとすれば，

金正恩との蜜月ぶりを最大限に世界にアピールすることで可能な限り外交

成果をあげたいところであろう。とは言え，またしても曖昧かつ抽象的な

文言の「共同声明」を発して幕引きとなれば，厳しい批判は免れないこと

はトランプも自覚しているであろう。

5 ．コーツ発言（ 1月29日）

この間，トランプ政権の路線に衝撃を与えかねない問題提起が米情報機

関の責任者からなされた。 1 月29日にコーツ（Daniel Coats）米国家情報

長官が米上院の公聴会で，「……北朝鮮は大量破壊兵器を保持しようとし

ており，核兵器や製造能力を完全には放棄しそうにない……」と力説し，

金正恩には非核化の意思などないのではないかと疑義を挟んだのである�。

コーツの問題提起は思わぬ波紋をトランプ政権に投げかけることにつなが

った。水を差された格好になったトランプはすかさずコーツに反駁した�。

6 ．ビーガン発言（ 1月31日）

こうした中で， 1 月31日にトランプ政権は一転して従来の路線に戻るこ

とを示唆した。米朝実務者協議の担当者であるビーガン（Stephen 

Biegun）北朝鮮担当特別代表は同日，改めて核関連活動の全容を盛り込

んだ申告の提出と検証の実施を北朝鮮に要求する一方，その見返りについ

て議論する余地があることを示唆した�。ビーガンが示したトランプ政権

�　コーツの証言について，“Intelligence Chief Contradicts Trump on North 
Korea and Iran,” The Guardian, (January 29, 2019.)

�　トランプの反駁について，“An Angry Trump Pushes Back against His 
Own ‘Naive’ Intelligence Officials,” New York Times, (January 30, 2019.)

�　ビーガンの発言について，Stephen Biegun, Special Representative for 
North Korea, “Remarks on DPRK at Stanford University,” U.S. Department 

人文34.indb   82 2019/06/11   15:11:56



非核化を巡る朝鮮半島情勢の激変についての一考察 　83

の路線は数日前に伝えられた譲歩を示唆した内容と多少ならず食い違う内

容であった。第 2 回米朝首脳会談の開催を控え，米朝の駆引きが激しさを

増すと共に事態は二転三転することが予想された。

ビーガンは申告の提出を要求すると発言したが，金正恩が申告の提出を

激しく拒否している中で，トランプは申告の提出に拘るであろうか。また

北朝鮮の廃棄対象は豊渓里の核実験場，東倉里のミサイル発射場に加えて，

寧辺核施設であるとみられるが，それだけで十分なのか。米国の情報機関

が問題視する他の多くの核・ミサイル関連施設の扱いはどうなるのか。他

方，「相応措置」という米国の見返りの中身が何なのかは依然として不透

明であった。多少ならずとも何らかの見返りを与えないかぎり，非核化の

履行に向けた金正恩の動機が低下することは事実であろう。

それではトランプが朝鮮戦争の終戦宣言に応じる用意はあるのか。加え

て，何らかの経済制裁の緩和や解除に向けてトランプが動くことがあるの

か。終戦宣言は解釈によるであろうが，それだけで朝鮮戦争の休戦協定に

替わる平和協定の締結や在韓米軍の縮小や撤退につながるものではなく，

象徴的な措置と言えるであろう。その限りにおいてトランプも見返り対象

に含めている可能性がある。とは言え，終戦宣言が引き起こしかねない一

連の波及効果を斟酌すれば，トランプも安易には動けないであろう。

他方，経済制裁の緩和や解除が非核化の動向を決めかねない決定的な問

題であることは疑う余地はない。非核化に向けた進捗が不十分なまま制裁

を緩和したり，解除するようなことがあれば，金正恩が非核化を真剣に履

行しようとは思わなくなるであろう。特に制裁の緩和や解除対象として

2018年から浮上しているのが南北協力共同事業として以前に進められたが，

現在停止されている開城工業団地と金剛山観光事業の再開である。既述の

とおり 1 月31日にビーガンが制裁の緩和の可能性をほのめかしたことから

急遽，この問題が重大視され出した。

of State, (January 31, 2019.)
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しかも2018年末から文在演（ムン・ジェイン）大統領が機会ある事に南

北協力共同事業の再開をほのめかしていることは，性急に外交成果をあげ

たいトランプがそうした方向に動くのではないかとの憶測を呼んだ。こう

した中で懸念されているのが一部の南北協力共同事業の再開でトランプが

金正恩と取引する可能性であった。

7 ．米朝実務者協議（ 2月 6～ 8日）

こうした中で 2 月 6 から 8 日まで平壌で開催されたのが米朝実務者協議

であった。席上，ビーガンは金赫哲（キム・ヒョクチョル）北朝鮮米国担

当特別代表から「相応措置」として南北協力共同事業の再開を強硬に要求

されたとされる�。その後，ビーガンはソウルで文在演政権関係者から何

らかの南北協力の再開がない限り北朝鮮の非核化は全く見込めないと理解

を求められたとされる。これを受ける形で，トランプ政権は急遽，金剛山

観光の再開について検討を始めたとされる。第 2 回米朝首脳会談の開催が

迫る中でこうしたやり取りは重大性を持っていた。

8 ．文在演に対する米上院議員による警鐘―クルーズ，メネンデス書簡

（ 2月11日）

実務者協議における綱引きの中身が外部世界になかなか伝わらない中で，

経済制裁の緩和や解除について米国内外で憶測が憶測を呼ぶ事態となった。

これに対し，米議会の有力議員達から南北協力共同事業の再開に向けて猛

進しようとする文在演の言動を問題視すると共に，トランプ政権に対しそ

れに応じるべきではないとする要求が出た。

クルーズ（Rafael Cruz）上院議員（共和党）とメネンデス（Robert 

Menendez）上院議員（民主党）は連名で 2 月11日，文在演を痛烈に批判

�　この点について，「ぶっつけ本番で迎える第 2 回米朝首脳会談（ 1 ）（ 2 ）」『百
家争鳴』（2019年 2 月24，25日）。「金剛山観光　再開容認を検討…米，対北交
渉進展にらみ」『読売新聞』（2019年 2 月23日）。
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する内容の書簡をポンペオに送付した�。書簡は金正恩が実際に非核化に

取り組む前に，文在寅は経済的な利益を金正恩に提供しようとしていると

し，そうした文在演の言動を慎しませるようポンペオに強く要求するとい

う断固としたものであった。このことは文在演の言動が米上院の有力議員

からみてもはや看過できない事態を作り出していることを物語った。

この背景には，文在演が開城工業団地の再開に向けて以前から猛進して

きたことがある。2018年10月に文在演が開城工業団地の再開に向け動こう

としたところ，トランプから急遽，待ったがかかった。そうなると，イギ

リスやフランスなど国連安保理事会常任理事国の首脳達に経済制裁の緩和

や解除を文在演が訴えたという経緯がある。また安保理事会の対北朝鮮制

裁委員会の専門家パネルが2018年を通じ同工業団地の南北共同連絡事務所

で使用される約338トンもの大量の石油精製品を同理事会に届けることな

く韓国が北朝鮮に支給していたことが明るみに出た�。

北朝鮮に対する経済制裁は安保理事会決議ならびに米国法に従い履行さ

れているのに反し，文在寅が一方的に南北協力共同事業の再開に向けて動

くことがあれば，制裁を弱体化させるばかりか安保理事会決議や米国法へ

の違反となりかねないと書簡は強調した。加えてこれに関与する韓国企業

にセカンダリー・ボイコットとして制裁が課される可能性も出てくること

を暗に示唆したと言えよう。

9 ．金正恩の「非核化決断」を伝える『労働新聞』報道（ 2月13日）

この間， 2 月13日付の朝鮮労働党の機関紙である『労働新聞』が重大な

「非核化決断」を金正恩が下したと伝えた�。同記事からは北朝鮮メディ

�　クルーズとメネンデスによる書簡について，Ted Cruz and Robert 
Menendez, “Letter to Pompeo,” Washington Post, (Feburary 15, 2019.)

�　この点について，「韓国が安保理決議「無視」無届けで北に石油製品」『読売
新聞』（2019年 1 月31日）。

�　『労働新聞』報道について，「［社説］注目される労働新聞の「金正恩非核化
決断」報道」『ハンギョレ新聞』（2019年 2 月18）。
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アの典型的な言い回しがみてとれた。「……前途が遠いからといって座り

込むことはできず，試練と難関が立ち塞いでいるからといって背を向けた

り後戻りすることはできない道……」という表現で非核化に向け金正恩に

なみなみならぬ決意があることを国内外に周知させようとしたのである。

10．トランプ，非核化「急ぐことはない」（ 2月19日）

他方，前述の両上院議員の書簡が首脳会談に臨むトランプの姿勢にどの

ような影響を与えたかは明らかではないが，トランプは 2 月19日，弾道ミ

サイル発射実験や核実験が強行されない限り，非核化を急ぐことはないと

ホワイトハウスで記者団に述べた。トランプ曰く，「……実験がない限り，

急ぐことはない。もし実験があれば別の取引だ。……私は北朝鮮の究極的

な非核化をみたいだけだ。……」このことは数日後に迫った首脳会談が一

筋縄にはいかないことをあえてメディアに示した格好である�。

11．トランプ，文在演電話会談（ 2月19日）

同日，トランプは文在寅と米朝首脳会談に向けた擦り合わせを行うべく

電話会談を行った。経済制裁の緩和や解除に向けて是が非でも動きたい文

在演にとってトランプとの電話会談は格好の機会となった。特に米上院の

有力議員達から名指しで批判される中で，トランプとの電話会談は文在演

にとって死活的な重要性を持っていた。米上院議員らの批判など全く意に

介すことなく文在演はトランプに対し南北協力共同事業を再開させたいと

懇願した。「……南北間の鉄道，道路連結から南北協力共同事業まで，ト

ランプ大統領が求めるならその役割を一手に引き受ける覚悟ができている

……」と文在演は必死の思いでトランプに訴えたのである�。

�　トランプの発言について，“Trump ‘in no Rush’ on North Korea 
Denuclearization as Envoy Heads to Finalize Summit Plans,” Reuters, 
(February 20, 2019.)

�　文在演の訴えについて，「韓国野党議員「文在寅大統領，北朝鮮さえ出てく
ると理性喪失」」『中央日報』（2019年 2 月21日）。
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金正恩に何としても擦り寄ろうとする文在演に対し韓国内からも批判が

起きた。韓国の野党である「正しい未来党」の河泰慶（ハ・テギョン）議

員は20日，「……文在寅大統領は北朝鮮問題が出てくると理性を喪失する

傾向があるが，19日にトランプ大統領との電話会談で再び『対北朝鮮理性

喪失症候群』が再発した……」と皮肉を込めて力説した�。河泰慶の発言

は韓国内でも文在演の言動を突き放して見ている見解があることを物語っ

た。

12．ビーガン，金革哲実務者協議

2 月21日にビーガンと金革哲がハノイで米朝首脳会談に向けた最終的な

実務者協議に入った。トランプと金正恩の両首脳がハノイで顔を合わせる

首脳会談まで数日間しか時間的な猶予がないことを踏まえると，果たして

双方が十分なすりあわせを行うことなどできるだろうか，疑問となる。言

葉を変えると，前回の首脳会談同様に，何も具体的に決まらないままトラ

ンプと金正恩が首脳会談に臨む可能性が高まってきた。

第 3節　第 2回米朝首脳会談

1．第 2回米朝首脳会談（2019年 2 月27，28日）

2018年 6 月にシンガポールで開催された第 1 回首脳会談は掛け声倒れの

政治ショーというべきで興覚めと失望を誘うものであった。こうしたこと

から， 2 月27日，28日に開催される第 2 回米朝首脳会談でも両首脳が相手

を称えあうという，またしても下手な政治ショーを見せられるのかという

一抹の不安があった。しかし第 2 回首脳会談は誰も想定しえなかった結末

となった。報道機関が二日目の昼食会場を映し出す中，会場に両首脳及び

側近たちは最後まで現れなかった。その後，米国側から予定変更の通告が

あり，共同声明署名式と昼食会は急遽，中止されたことが明らかになった。

�　河泰慶の発言について，同上。
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共同声明が採択されなかったことは同会談が事実上，決裂したことを強く

印象付けるものであった�。

この結果，トランプによる記者会見が前倒しされた。ポンペオを連れ立

ってトランプが行った会見は驚きを持って迎えられた。トランプは金正恩

が「経済制裁の全面解除（the sanctions lifted in their entirety）」を強硬

に要求したことが決裂を導いた主たる事由であったと断言したのである。

記者会見を終えたトランプは即座に大統領専用機に乗り込みハノイを後に

した。トランプによる記者会見を通じ首脳会談決裂の責任を向けられた北

朝鮮側も急遽，釈明の記者会見を行った。李容浩外相は 3 月 1 日未明に会

見を行い，首脳会談が頓挫した責任はむしろトランプ側にあることをほの

めかした。ところが，数日後，米朝間の対立はトランプと金正恩の間での

非核化についてのやり取りから始まっていたとされる。

2 ．トランプの記者会見

a．「経済制裁の全面解除」

首脳会談が衝撃的な幕切れを迎える中で，急遽トランプの記者会見が始

まった。会見にはポンペオも加わった。記者から首脳会談決裂の原因を問

いかけられると，トランプは「制裁が問題だった」と即答した�。トラン

プ曰く，「北朝鮮は制裁の全面解除を求めたが，我々は応じられなかった。

北朝鮮は我々が求めた広範な分野で非核化に前向きだった。しかしそれで

すべての制裁を解除することはできなかった。……」�この発言は金正恩

側が以下にあるとおり寧辺核施設の廃棄と「経済制裁の全面解除」を取引

しようとしたが，これでは不釣り合いの取引であるとしてトランプが応じ

なかったことを物語った。

�　この点について，「決裂に終わった第 2 回米朝首脳会談（ 1 ）（ 2 ）」『百家争
鳴』（2019年 3 月 5 ， 6 日）。

�　トランプによる記者会見について，“Read the Full Transcript of Trump’s 
North Korea Summit Press Conference in Vietnam,” Vox, (Febuary 28, 2019.)

�　Ibid.
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b．核施設などの廃棄

記者に寧辺核施設の廃棄を求めたかと聞かれると，「……寧辺の施設は

非常に大きいが，非核化にはそれだけでは十分でなかった」とトランプは

答えた�。トランプは寧辺プラスアルファとして寧辺以外のウラン濃縮施

設の廃棄を要求したことを明らかにした。トランプによると，「……我々

は多くのことを取り上げた。彼らは我々がそんなことまで知っているのか

と驚いたと思う。……」�

c．核実験・ミサイル発射実験の中止

記者から北朝鮮による核実験や弾道ミサイル発射実験の再開の可能性を

問われると，「彼（金正恩）は実験を始めないと言った。彼はロケットや

ミサイル，核に関するあらゆるものの実験はしないと言った……」とトラ

ンプは答えた�。実験再開があるとすれば，これまで積み上げてきた米朝

協議の努力が一気に吹き飛ぶだけでなく，またしても米朝間で大規模な軍

事対立の危険性を導く危険性があった。したがって，トランプとすれば細

心の注意を払いそうした可能性を回避する必要がある。そこで重大性を持

つのが以下の米韓合同軍事演習の中止である。

d．米韓合同軍事演習の再開の中止

記者から米韓合同軍事演習の再開の可能性を聞かれると，トランプは

「軍事演習はしばらく前にやめた。やる度に 1 億ドルもの費用を要するか

らだ……」とトランプは回答した�。莫大な経費を要する観点から同軍事

演習の中止をトランプは強調したが，同演習ほど，金正恩を激しく刺激す

るものはないことを踏まえると，上記にあるとおり，北朝鮮による核実験

�　Ibid.
�　Ibid.
�　Ibid.
�　Ibid.
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やミサイル発射実験の強行を食い止めるためにも同演習を再開しないと示

唆したのである。

e．経済制裁の強化

さらに記者が北朝鮮に対して今後制裁を強化する可能性はあるかと問わ

れると，トランプは「……我々は大変強力な制裁を科している。制裁の強

化については話したくない……」と述べた�。以下に概観する通り，現在

国連安全保障理事会で採択された対北朝鮮経済制裁決議に基づく制裁が北

朝鮮経済を日々，締め上げていることを踏まえ，今後，金正恩指導部が核

実験やミサイル発射実験を強行しない限り，追加制裁は科さないと金正恩

を宥めていることがこのことから伝わって来る。

3 ．北朝鮮側の記者会見

李容浩の反駁

トランプの記者会見の後，李容浩外相は 3 月 1 日の未明，ハノイで記者

会見を急遽開催した。首脳会談が決裂に終わったのは金正恩がトランプの

言うところの「経済制裁の全面解除」を求めた結果であったことに対する

反論であった。李容浩は会見を通じ首脳会談が決裂に終わったのはトラン

プ側に責任があったと印象付けようとしたのである。

トランプの記者会見では金正恩が「経済制裁の全面解除」を要求したこ

とになっているが，金正恩が求めたのは一部の解除であったと李容浩は反

駁した。李容浩の発言の関連部分を引用すると，「……我々が要求するの

は全面的な制裁解除ではなく一部の解除，具体的には，国連安全保障理事

会制裁決議11件のうち2016年と2017年に採択された 5 件，そのうち民需経

済や国民生活に支障を来す項目だけを先に解除すべきである。」�そうすれ

�　Ibid.
�　李容浩による記者会見について，“US not ready to Accept “Realistic 

Proposal”: DPRK,”Viet Nam News, (March 1, 2019.)
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ば，「……我々は寧辺のプルトニウムとウランを含むすべての核物質生産

施設を米国の専門家の立ち会いのもとで両国の技術者の共同作業により永

久に完全に廃棄する。」�

このことから李容浩は文言上，「経済制裁の全面解除」ではなく一部の

経済制裁解除を要求したのであり，トランプが金正恩の意図を誤解したの

ではないかと反駁したのである。とは言え，李容浩が指摘した安保理事会

で採択された問題の 5 件の経済制裁決議は現在北朝鮮に科されている経済

制裁の中核部分であることは間違いない。

4 ． 5 件の安保理事会決議

5 件の決議とは 1 ．2016年 1 月 6 日の北朝鮮による第 4 回核実験と 2 月

7 日の長距離弾道ミサイル発射実験に対し採択された安保理事会決議2270

（2016年 3 月 2 日採択）�， 2 ．同年 9 月 9 日の第 5 回核実験に対し採択さ

れた安保理事会決議2321（同年11月30日）�， 3 ．2017年 7 月に二度にわ

たり強行された「火星14」型 ICBM 発射実験に対し採択された安保理事

会決議2371（2017年 8 月 5 日）�， 4 ．同年 9 月 3 日に強行された第 6 回

�　この点について，“DPRK only Asked US for Partial Sanctions Removal, 
Says FM,” Xinhua, (March 1, 2019.)

�　安保理事会決議2270について，United Nations S/RES/2270 (2016) Security 
Council, (March 2,2016.) Resolution 2270 (2016) Adopted by the Security 
Council at its 7638th meeting, on 2  March 2016.; Security Council Imposes 
Fresh Sanctions on Democratic People’s Republic of Korea, Unanimously 
Adopting Resolution 2270,” Security Council, (March 2, 2016.); and Arms 
Control Association, “UN Security Council Resolutions on North Korea: 
FACT SHEETS & BRIEFS,” (Updated: March 2016.)

�　安保理事会決議2321について，United Nations S/RES/2321 (2016) Security 
Council, (November 30, 2016.); and Security Council Strengthens Sanctions on 
Democratic Republic of Korea, Unanimously Adopting Resolution 2321 (2016), 
SC/12603, (November 30, 2016.)

�　安保理事会決議2371について，United Nations S/RES/2371 (2017) Security 
Council, (August 5, 2017.); “FACT SHEET: Resolution 2371 (2017) 
Strengthening Sanctions on North Korea,” US Mission to the UN, (August 5, 
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核実験に対し採択された安保理事会決議2375（同年 9 月12日）�，5. 同年

11月29日に強行された「火星15」型 ICBM 発射実験に対し採択された安

保理事会決議2397（同年12月22日）などを指す�。

これらの決議により少なくとも表向き上，北朝鮮の主な輸出品目である

石炭，鉄・鉄鉱石，鉛・鉛鉱石，繊維製品，海産物などの輸出が全面禁止

されているばかりか，北朝鮮の主な輸入品目である石油精製品のうち 9 割

近くが北朝鮮に供給されていないとされる。これら 5 件の制裁決議の解除

をトランプは事実上の「経済制裁の全面解除」と感じたと推察できる。

しかもトランプが寧辺以外の核連施設の追加的な廃棄を求めたとし，そ

れには応じることはできなかったと李容浩は発言した。李容浩の発言を引

用すると，「……米国側は寧辺地域の核施設の廃棄措置のほかに，もう一

つ追加しなければならないと最後まで主張しており，米国が我々の提案を

受け入れる準備ができていないことが明らかになった。」�李容浩の釈明会

見に同席した崔善姫（チェ・ソンヒ）外務次官は捨て台詞ともいうべき言

葉を吐いた。崔善姫曰く，「……このような提案を米側が受け入れなかっ

たのは，千載一遇の機会を逃したも同然である。」�

2017.); and “UN Security Council Imposes New Sanctions on North Korea,” 
CNN, (August 6, 2017.)「国連安保理，北朝鮮制裁決議2371号を全会一致で採
択」『中央日報』（2017年 8 月 6 日）。「【社説】超強力な国連の対北朝鮮制裁…
中朝の密貿易から阻止を」『中央日報』（2017年 8 月 7 日）。「北朝鮮の輸出33％
を遮断…原油封鎖は抜ける」『中央日報』（2017年 8 月 7 日）。

�　安保理事会決議2375について，United Nations S/RES/2375 (2017) Security 
Council, (September 12, 2017.)「国連安保理の新たな北朝鮮制裁決議案，全会
一致で採択…「石油輸出量制限」」『中央日報』（2017年 9 月12日）。「北制裁決
議が採択…石油関連輸出， 3 割減と試算」『読売新聞』（2017年 9 月12日）。

�　安保理事会決議2397について，“FACT SHEET: UN Security Council 
Resolution 2397 on North Korea,” United States Mission to the United 
Nations, (December 22, 2017.); and “UN Adopts Tough New Sanctions on 
North Korea,” CNN, （December 24, 2017.） 「安保理，全会一致で北朝鮮制裁新
決議案を採択」『中央日報』（2017年12月23日）。

�　この点について，op. cit., “DPRK only Asked US for Partial Sanctions 
Removal, Says FM.”
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以上の双方による記者会見から見えてくるのは，金正恩が廃棄対象を寧

辺核施設に限定する一方，上記の 5 件の安保理事会決議に基づく制裁の解

除を要求したのに対し，トランプは廃棄対象には寧辺プラスアルファが必

要であるとし， 5 件の経済制裁の解除は断固受け入れられないとするもの

であった。寧辺核施設の廃棄に応じてもそれ以外のウラン濃縮施設の廃棄

に応じられないと金正恩側が主張したことを踏まえると，金正恩がいうと

ころの非核化とはあくまで寧辺核施設の廃棄であることが明確になった。

これでは2018年 6 月の第 1 回米朝首脳会談で合意された「完全な非核化」

からは程遠いと言わざるを得ない。

むすび

経済制裁の解除について文言上の食い違いがあるとはいえ，金正恩は事

実上，トランプがとても受け入れることができない「経済制裁の全面解

除」を唐突に求めてきた。この点に触れ，ポンペオは 3 月 1 日に金正恩は

「……基本的にすべての制裁の緩和を求めてきた」と断言し，金正恩側が

あくまで「経済制裁の全面解除」を要求したところに会談決裂の原因があ

ったと改めて示唆した�。

首脳会談の前には金剛山観光の再開や開城工業団地の再開といった南北

協力共同事業の再開を金正恩が要求してくるだろう推察されたが，まさか

安保理事会決議に基づく対北朝鮮経済制裁の中核的部分の解除の要求をト

ランプに突き付けたことは驚くべきである。金正恩はオール・オア・ナッ

シングの賭けに打って出たのに対し，トランプはポンペオとボルトン大統

領補佐官の助言を得て取引成立を見送ったことになる。他方，トランプは

3 月 1 日，「……我々は彼らが何を望んでいるかを知り，彼らは我々が何

�　崔善姫の発言について，“North Koreans Blame Washington for Failing 
Summit in Hanoi,” Yonhap, （March 1, 2019.）

�　ポンペオの発言について，“Pompeo Says North Korea Not Clear on Scope 
of Closing Yongbyon Facility,” Reuters, (March 1, 2019.)
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を手に入れたいかを知った」とツイッターに書き込んだ�。実務者協議の

場ではなく首脳会談の場において初めて双方の意思と意図を確認すること

ができたとトランプは表現した。今後，米朝関係を含む朝鮮半島情勢がど

のように転ずるのか予断を許さない状況にある。

�　トランプの書き込みついて，“Trump, on U.S.-North Korea Talks, Says 
Both Sides Know the Issues,” Reuters, (March 1, 2019.)
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